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研究論文 
どの子も置き去りにしない(NCLB)法に関する研究 





「どの子も置き去りにしない法」(No Child Left Behind Act、以下「NCLB 法」）は、アメリカ
における学力格差是正のために連邦政府の役割を大幅に拡大した過去に例を見ない歴史的な連邦教














「どの子も置き去りにしない法(No Child Left Behind Act of 2001)」（以下、「NCLB 法」と略す）
は、1983 年の『危機に立つ国家（A Nation at Risk）』刊行後に全米に広がった学力向上を目指し
たアカウンタビリティ重視の改革を推進してきたアメリカにおいて、学力格差を是正するために制
定された、民主・共和両党の支持による歴史的な連邦教育法である。1965 年に制定された「初等中
等教育法(Elementary and Secondary Education Act, ESEA)」の最新の改定法であるNCLB法は、
ジョージ・W・ブッシュ前大統領（第 43 代）が 2001 年 1 月就任後の最初の週に公表し、同年 9
月 11 日の同時多発テロ直後の 12 月に連邦議会上下両院の超党派の支持を得て可決され、翌 2002
年 1 月 8 日に大統領が署名して成立し、2002‐03 年度から実施されてきた。 
NCLB 法は、学力格差是正のために連邦政府の役割を大幅に拡大した過去に例を見ない連邦教育
法である。そこで、本稿では主要文献や公式文書などを基に、同法制定の背景と特殊性を分析した
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波の中で制定された教育法として位置付けることができるが、以下にその詳細を考察する。 
第三の波は、1989 年に共和党・ブッシュ元大統領(第 41 代)の下で全米州知事による歴史的な「教
育サミット」が実現した時期に始まったと言える。そのサミットで発案され、合意された 6 項目は、
「2000 年のアメリカ(America 2000)」（1991 年）の構想を経て、1993 年 1 月に就任した民主党・
クリントン元大統領の下で 2 項目を加えた 8 項目からなる「2000 年の目標―アメリカを教育する





善法（Improving America’s Schools Act, IASA）」も民主党主導の議会を通過し立法化された。そ
して、連邦政府は州レベルのスタンダード(standard)、つまり教科課程基準の設定、ならびに同基
準の測定・評価を目的とするテスト政策の導入を条件に州政府への補助金を支給することを通して、
2000 年の目標を目指していった。この教科課程基準に基づく 1990 年代からの改革は「スタンダー
ド運動（Standards-based movement）」と呼ばれ、全米の多くの州が連邦政府からの補助金を基に
スタンダードとテストによるアカウンタビリティ・システムを構築していった。州レベルの標準テ
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らず全世界を震撼させた 2001 年 9 月 11 日の同時多発テロ事件である。この事件が米議会での法案
通過を遅らせる可能性もあったが、テロ直後の国粋主義的な雰囲気の中で、逆に党派間の対立を超
越する機運が高まり、一気に議会を通過し立法化されたという特殊事情があった（Peterson & West, 
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Department of Education, 2002)とその他の主要文献を基に検討する。NCLB 法は、民主党・ジョ
ンソン大統領が提唱した「貧困との戦い(War on Poverty)」の一環として、学力格差是正を目指し
て 1965 年 4 月 9 日に同大統領が署名して制定された、「初等中等教育法(ESEA)」を改定したもの
である。初等中等教育法は時限立法であり、連邦議会は同法を 1965 年以来 8 度拡大・修正してき
ており、2002 年 1 月 8 日に制定された NCLB 法はその最新の改定である。 
第 107 回議会で成立した NCLB 法（Public Law 107-110）は、「タイトル１(Title I)」から「タ









由で学区に支給してきたのである。しかし、1965 年以来 2,000 億ドル近くの連邦資金を投入しなが
ら、未だに多くの低所得者層やマイノリティの子どもたちの学力向上が実現されない現状を憂慮し
て、NCLB 法では初等・中等学校における生徒の学力格差 ―― 主として「人種」「所得」「障害」
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学年(小 3～中 2)の「読解力」と「算数・数学」に関する教科課程基準と到達点としての習熟
(proficiency)レベルを設定し、その基準を満たすための「適正年次進捗度(adequate yearly progress, 
以下、「AYP」と略す)」と測定のための年次テストの策定を義務づけており、第 10～12 学年（高
校 3 年間）のうちに一度テストを受けることも規定している。2007‐08 年度からは「理科」も含
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NCLB 法の実績に関して、連邦教育省は 2006 年 5 月に発表したメモで、「NCLB 法は成果を出
している」としている11)。その根拠として、2005年7月に公表された「国家の成績通知表(the Nation’s 
Report Card)」とも呼ばれる「全米学力調査(National Assessment of Educational Progress, 以下、
「NAEP」と略す)」の結果を挙げ、小学生の「読解力」と「算数」の学力が史上最高レベルを記録
し、学力格差も縮まっているとしている12)。具体的には、9 歳児の「読解力」が 1971 年以来最高、






ホワイトハウスも同時に、NCLB 法立法化から 6 年目の前日の 2008 年 1 月 7 日に同法が成果を
出していることを報道発表している13)。そのデータ表の中でも、2007 年秋に公表された NAEP の
結果を基に、4 年生（9 歳児）の「読解力」の点数が過去最高、4 年生と 8 年生（13 歳児）の「算
数・数学」の点数が過去最高をそれぞれ記録したこと、白人系アメリカ人対アフリカ系アメリカ人
の 4 年生の「読解力」の学力格差が史上最少になり、アフリカ系アメリカ人の 4 年生と 8 年生の「算
数・数学」の点数が過去最高を記録し、ヒスパニック系アメリカ人の 4 年生の「読解力」と 4 年生
と 8 年生の「算数・数学」の点数が過去最高を記録したことを具体的な成果として挙げている。 










(Birman, et al., 2007)。 
ただ、ブッシュ前大統領は、NCLB 法制定から僅か 2 年の 2004 年から同法が成果を出している
ことを主張し始め、同年の大統領選挙戦中に生徒の学力向上と学力格差縮小を強調している。これ
に対して、2005 年の NAEP の結果を基に、ワシントン・アナリストの第一人者ジェニングズ(Jack 
Jennings)は、「学力の進捗度は NCLB 法実施前の[1990 年代に定着した州主導の改革期の]方が速
く、同法が全米の学力進捗度を減速させているのではないかという疑問がある」(In Dillon, 2005)
と述べている。つまり、NCLB 法の成果の主張に関しては誇張があるのではという疑問も投げかけ
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こっている（Meier & Wood, 2004, p.xii）。そして、学校側がテスト科目を重視した知識偏重の授業
を実施するため、生徒の豊かな学びの機会や幅広い学習体験の場が制限されていることも問題視さ






は、NCLB 法が AYP を満たし、2013‐14 年度までにすべての生徒が習熟レベルに達することを義
務付けているため、その目標を達成しやすいように各州が習熟レベルを低く設定していることであ
る。ある研究では、州テストによる習熟レベルの生徒の割合と NAEP のそれとを比較しているが、
ほぼすべての州で大きな差が出ている（Fuller, et al., 2006, 2007）。例えば、アラバマ州は 2003
年の第 4 学年の「読解力」に関して、77％の生徒が習熟レベルとしているが、NAEP では僅か 22％
の生徒が習熟レベルとなっている（Fuller, et al., 2007, p.271）。唯一の例外となるのがマサチュー
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セッツ州で、2003 年の「読解力」と「算数」のどちらも誤差が 10％以内となっている。この歪み
現象から見えてくることは、NCLB 法が AYP と罰則を通して厳しく結果責任を問う制度を州レベ
ルで義務付けているのにもかかわらず、習熟レベルやスタンダード、テストの作成はすべて州に一
任していることからくる矛盾である。 












タイムズ紙に掲載された「すべての州が置き去りに(Every State Left Behind)」と題する記事の中
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党主導の議会の抵抗を受け 2001 年 1 月の大統領の任期切れまでに初等中等教育法の再改定を断念
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したのと同様に、共和党ブッシュ前大統領も 2007 年 1 月に就任した民主党主導の議会の抵抗を受
け 2009 年 1 月までの再改定を断念することになった。そして、2008 年 11 月の大統領選挙を制し










1) 国内における NCLB 法に関する研究としては、矢野(2003)、赤星（2005、2007）、土屋(2006)等が挙げられ、
これらの論文の著者は、主に NCLB 法のアカウンタビリティと学力テストに関して概説し、同法の施行状況
における問題点を中心に考察しており、同法制定の背景には言及していない。 
2) 連邦教育法の例としては、1957 年に当時のソ連の人工衛星スプートニク号打ち上げに衝撃を受けて 1959
年に制定された「国家防衛教育法」、そして本稿で取り上げている学力格差是正を目的として 1965 年に制
定された「初等中等教育法」等が挙げられる。 
3) 『2000 年の目標』は、以下の 8項目からなる： ①すべての子どもが就学時に学習準備を完了、②ハイス
クールの卒業率 90％、③第 4、8、12 学年で主要教科の学力判定実施、④すべての教員の職能向上、⑤数
学、理科で世界最高水準の学力達成、⑥すべての成人の識字能力向上、国際競争の中での職業技能向上、
⑦薬物使用、暴力行為の憂いから解放、⑧教育に対する親の責任と関与の拡大（橋爪、1999）。 
4) そもそも教育は民主党の専権事項であり、共和党は地方自治の原則の堅持と 1960 年代からの民主党主導の











（DeBray, 2006, p. 92）。 
6) 同時に、NCLB 法の起草者である民主党・E・ケネディ上院議員や G・ミラー上院議員は、反対派の多い民主
党内で、改善すべき点を指摘しつつ、擁護に終始していることも特筆すべきことである(Kennedy, 2006, 
2008)。 
7) Title 1 に関するページを一部和訳して引用。[http://www.title1project.com/title1.html] 2006 年 2
『教育総合研究』第２号 2009 年 3 月 
－  － 68
 
月 12日取得。 






9) 連邦教育省の NCLB 法公式ホームページの“What Does ‘Highly Qualified’ Mean for Teachers?”より
引用。[http://www.ed.gov/teachers/nclbguide/toolkit_pg6.html#provision] 2006 年 11 月 30 日取得。 
10) 同上。 
11) 連邦教育省の NCLB 法公式ホームページの“No Child Left Behind Act Is Working”より引用。
[http://www.ed.gov/nclb/overview/importance/nclbworking.html] 2006 年 11 月 23 日取得。 
12) NAEP は、1969 年に始まり、アメリカで実施されてきた唯一の全国規模の教育指標である。 
13) ホワイトハウスのホームページの“Fact Sheet: Six Years of Student Achievement Under No Child Left 
Behind”より引用。[http://www.whitehouse.gov/news/releases/2008/01/print/20080107-1.html] 2008
年 5月 3日取得。 
14) 矢野(2003)は、2000 年の OECD の学習到達度調査(PISA)の結果と 2000 年までの NAEP の結果を基に、「アメ
リカの生徒の学力は、全国的にみて横ばいないし緩やかながら上昇傾向がみられ、しかも国際的にもけっ
して低い水準とは言えない」としている(50 頁)。 
15) ブッシュ前大統領が NCLB 法の基にしたテキサス州での教育改革の「成功」にも中途退学者数の虚偽報告な
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Research Paper 
A Study on the No Child Left Behind (NCLB) Act: 




The No Child Left Behind Act (NCLB Act) is an unprecedented, historic federal education 
law in that it significantly expanded the roles of the federal government in order to narrow the 
academic achievement gaps in the U.S.  The NCLB Act was enacted in January, 2002 under 
the leadership of former President G.W. Bush with bipartisan support from the Congress and 
has been implemented since the 2002-03 school year.  This study aims to clarify the 
background of the law’s passage and its particularity, as well as its accomplishments and 
challenges through the examination of important literature and public documents available in 
the U.S.  Concretely speaking, it examines the NCLB Act as a radical centralization policy in 
the face of decentralized education administration in the past, and as a compromise of the 
Democratic and Republican Parties that had differed in their views of education. It also 
analyzes the unusual circumstances after the 9/11 terrorist attacks that led to the law’s passage, 
in order to clarify why the law with the noble objective has been fiercely criticized during its 
implementation.  The originality and significance of this study lie in the fact that it analyzes 
the background of the law’s passage, which has not been done in Japan, and that it aims to 
present a comprehensive overview of the NCLB Act through such an analysis. 
Key words: NCLB Act, elementary and secondary education, testing policies, accountability, 
federal roles 
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